
 

入  札  公  告（公示） 

 

次のとおり一般競争入札に付します。 

 

平成２８年 ５月１８日 

 

支出負担行為担当官 茨城労働局総務部長 小山 英夫 

 

１．内 容 

（１）件名 

平成２８年度雇用保険関係各種しおり印刷 

（２）印刷物の名称及び印刷部数 

① 雇用保険事務手続きの手引き 
Ａ４判 １８０ページ  

４色刷り 
８，７８０冊 

② 離職されたみなさまへ 
Ａ３判 ２枚二つ折り 

８ページ ４色刷り 
７４，０００部 

③ 
失業給付受給資格者のしおり 

（一般） 

Ａ４判 ５６ページ 

４色刷り 
４１，７００冊 

④ 
失業給付受給資格者のしおり 

（高年齢等） 

Ａ４判 １６ページ  

２色（黒、赤） 
 ６，９９０冊 

⑤ 
失業給付受給資格者のしおり 

（スペイン語版） 

Ａ４版 ５４ページ 

４色刷り 
２３５冊 

⑥ 
失業給付受給資格者のしおり 

（ポルトガル語版） 

Ａ４版 ５４ページ 

４色刷り 
５００冊 

⑦ 
教育訓練給付の受給資格者の

しおり 

Ａ４版 ５６ページ 

４色刷り 
５００冊 

 ※上記のページ数については前回作成のしおりを参考にしており、校正の段階で変動する

可能性がある。 

（３）調達件名の特質等 

別途交付する仕様書等による 

（４）納品期日 

   上記（２）②については、平成２８年 ７月２９日（金） 



   上記（２）③から⑦については、平成２８年 ８月３１日（水） 

   上記（２）①については、平成２８年１０月３１日（月） 

（５）納品場所 

   茨城労働局・各公共職業安定所 

  （労働局・各安定所への配送にかかる費用については、受注者負担とする。） 

（６）入札方法 

入札金額は、当該印刷物に係るすべての費用の総額で行う。 

落札決定に当たっては、入札金額に当該金額の８％に相当する額を加算した金額（当

該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとする。）をも

って落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか

免税業者であるかを問わず、見積もった契約金額の１０８分の１００に相当する金額で

入札すること。 

 

２．競争参加資格に関する事項 

（１）予算決算及び会計令第７０条及び７１条に規定される次の事項に該当する者は、競争

に参加する資格を有さない。 

①当該契約を締結する能力を有しない者（未成年者、被保佐人又は被補助人であっても、

契約締結のために必要な同意を得ている者を除く。）及び破産者で復権を得ない者。 

②以下の各号のいずれかに該当し、かつその事実があった後３年を経過していない者。 

（ア）契約の履行にあたり故意に工事若しくは製造を粗雑にし、又は物件の品質若しくは

数量に関して不正の行為をした者。 

（イ）公正な競争の執行を妨げた者又は公正な価格を害し若しくは不正の利益を得るため

に連合した者。 

（ウ）落札者が契約を結ぶこと又は契約者が契約を履行することを妨げた者。 

（エ）監督又は検査の実施にあたり職員の職務の執行を妨げた者。 

（オ）正当な理由がなく契約を履行しなかった者。 

（カ）前各号のいずれかに該当する事実があった後３年を経過しない者を、契約の履行に

あたり、代理人、支配人その他の使用人として使用した者。 

（２）平成２８・２９・３０年度の厚生労働省競争入札参加資格（全省庁統一資格）におけ

る「物品の製造」に係る一般競争に参加する者に必要な資格「Ｂ」、「Ｃ」又は「Ｄ」

等級の認定を受けている者であること。 

（３）資格審査申請書又は添付書類に虚偽の事実を記載していないと認められる者であるこ

と。 

（４）経営の状況又は信用度が極度に悪化していないと認められる者であること。 



（５）労働保険に加入し、かつ、保険料の未納がない者であること。 

（６）社会保険に加入し、かつ、保険料の未納がない者であること。 

（７）労働関係法令を遵守していること。 

（８）厚生労働省及び各都道府県労働局から指名停止を受けている期間中でないこと。 

 

３．入札事務に関する事項 

（１）入札方法 

   本案件は、電子調達システム（https://www.geps.go.jp/）にて行う。 

なお、電子調達システムによりがたい者は、支出負担行為担当官に書面により申し出

た場合に限り、紙入札によることができる。 

（２）仕様書の交付 

入札仕様書は、平成２８年５月１８日（水）から平成２８年６月９日（木）１７時０

０分までの間、茨城労働局総務部総務課にて交付する。 

（３）契約条項を示す場所及び入札公告・入札説明書等に関しての問い合わせ先 

〒３１０－８５１１ 

茨城県水戸市宮町１－８－３１ 茨城労働局総務部総務課会計第二係 

電 話 ０２９－２２４－６２１１ ＦＡＸ ０２９－２２４－６２４５ 

（４）仕様等に関しての問い合わせ先 

茨城労働局職業安定部職業安定課 

電 話 ０２９－２２４－６２１８ ＦＡＸ ０２９－２２４－６２７９ 

（５）入札書受付及び開札日時（電子入札の場合） 

   入札書受付 平成２８年６月１０日（金）９時００分から１６時００分まで 

   開   札 平成２８年６月１３日（月）１０時０５分 

（６）入札の日時及び場所（紙入札の場合） 

   日   時 平成２８年６月１３日（月）１０時００分（開札は１０時０５分） 

   場   所 水戸市宮町１－８－３１ 茨城労働総合庁舎２階会議室 

 

４．その他 

（１）契約手続において使用する言語及び通貨 

日本語及び日本国通貨 

（２）入札保証金及び契約保証金 

免除 

（３）入札者に要求される事項 



この一般競争参加にあたり、以下の書類を平成２８年５月１８日（水）から平成２８

年６月９日（木）１７時００分までに提出しなければならない。また、入札者は支出負

担行為担当官から当該書類に関し説明を求められた場合は、これに応じなければならな

い。 

ア．全省庁統一資格審査結果通知書（写） 

イ．直近２年間の労働保険料及び社会保険料の納付を証明できる書類（領収書の写

し・年金事務所長による証明等） 

    ウ．法令遵守に関する申出書（様式については本入札公告に添付） 

エ．暴力団等に該当しない旨の誓約書（様式については本入札公告に添付） 

オ．直近の決算に係る貸借対照表（写） 

（４）入札の無効 

①本公告に示した競争参加資格のない者の提出した入札書、入札者に求められる義務を

履行しなかった者の提出した入札書その他入札の条件に違反した者の提出した入札

書は無効とする。また、指定された日時に来られなかった場合においても同様に無効

とする。 

②暴力団等に該当しない旨の誓約書を提出せず、又は虚偽の誓約をし、若しくは誓約

書に反することとなった時は、当該者の入札を無効とする。 

（５）契約書作成の要否 

   要 

（６）落札者の決定方法 

本公告に示した業務を履行できると支出負担行為担当官が判断した入札者であって、

予算決算及び会計令第７９条の規定に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内で、

最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。ただし、落札者となるべき

者の入札価格によっては、その者により当該契約の内容に適合した履行がなされないお

それがあると認められるとき、又はその者と契約を締結することが公正な取引の秩序を

乱すこととなるおそれがあって著しく不適当であると認められるときは、予定価格の制

限の範囲内の価格をもって入札した他の者のうち最低の価格をもって入札した者を落

札者とすることがある。 

（７）手続きにおける交渉の有無 

   無 

（８）その他 

詳細は入札規則等による。 



平成  年  月  日 
 
 
支出負担行為担当官 
茨城労働局総務部長 殿 

 
 

住    所 
商号又は名称 
代表者氏名 

 
 
 

法令遵守に関する申出書 
 
 
 
平成２８年度雇用保険関係各種しおり印刷に係る一般競争入札参加にあたり、

労働関係法令の規定に違反する事実がないこと、また、今後も違反しないこと

を申し出ます。 
なお、労働関係法令の規定に違反した場合又は違反した事実が判明した場合、

速やかに通知することを申し出ます。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



暴力団等に該当しない旨の誓約書 
 

□ 私 

□ 当社 

は、下記１及び２のいずれにも該当しません。また、将来においても該当することはありま

せん。 

 この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることとな

っても、異議は一切申し立てません。 

 また、当方の個人情報を警察に提供することについて同意します。 

 

記 

 

１ 契約の相手方として不適当な者 

(1)  法人等（個人、法人又は団体をいう。）の役員等（個人である場合はその者、法人で

ある場合は役員又は支店若しくは営業所（常時契約を締結する事務所をいう。）の代表

者、団体である場合は代表者、理事等、その他経営に実質的に関与している者をいう。）

が、暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）

第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ）又は暴力団員（同法第２条第６号に

規定する暴力団員をいう。以下同じ。）であるとき 

(2)  役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加

える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき 

(3)  役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど

直接的あるいは積極的に暴力団員の維持、運営に協力し、若しくは関与しているとき 

(4)  役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に利用するなどし

ているとき 

(5)  役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有しているとき 

 

２ 契約の相手方として不適当な行為をする者 

(1)  暴力的な要求行為を行う者 

(2)  法的な責任を超えた不当な要求行為を行う者 

(3)  取引に関して脅迫的な言動をし、又は暴力を用いる行為を行う者 

(4)  偽計又は威力を用いて支出負担行為担当官等の業務を妨害する行為を行う者 

(5)  その他前各号に準ずる行為を行う者 

 

 

平成   年   月   日   

 

         住所（又は所在地） 

         社名及び代表者   

 

 

 

※ 個人の場合は生年月日も記載すること。 

※ 法人の場合は役員全員の氏名及び生年月日が明らかとなる資料を添付すること。 

 


